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平 成 23 年 度 一 般 会 計 決 算 概 要

352億2,374万円の　　　
使いみち

352億2,374万円の　　　
使いみち

352億2,374万円の　　　
使いみち

歳 入 の 状 況

市民税
94億6,645万2千円
固定資産税
85億8,811万3千円
軽自動車税
8,096万7千円
市たばこ税
7億6,300万5千円
都市計画税
12億  560万2千円　

市税
201億  
413万9千円
　（55.3%）

国庫支出金      
54億1,695万2千円
（14.9%）市債　　　　　　

22億7,517万3千円
（6.3%）

県支出金　　　　
20億4,942万5千円
（5.6%）

繰越金　　　　　
12億2,462万4千円
（3.4%）

諸収入　　　　　
11億4,636万7千円
（3.2%）

地方消費税交付金
10億  272万6千円
（2.8%）

使用料及び手数料
7億3,887万9千円
（2.0%）

地方交付税
5億8,934万9千円
（1.6%）

その他　　　　　
17億9,498万9千円
（4.9%）

決算額
363億4,262万3千円
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市民１人当たりの市税負担額 153,229円

都市計画税

９，１８９円

市たばこ税

５，８１５円

軽自動車税

６１７円

固定資産税

６５，４５７円

市民税

７２，１５１円

朝霞第五小学校

平成２４年３月３１日現在
人口 １３１，２０３人

平成２３年度一般会計の歳入の決算額は、３６３億４，２６２万
３千円で、２２年度比５億９，９３２万１千円（１．７％）の増とな
りました。この主な要因は、市税や地方交付税、国庫支
出金などが増加したことによります。
歳出の決算額は、３５２億２，３７４万円で、２２年度比７億５０６

万２千円（２．０％）の増となりました。この主な要因は、
子ども手当や生活保護費の増加などによります。
問／財政課 内２３２３ �４６３―３１７９
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352億2,374万円の　　　
使いみち

決算額
352億2,374万円

歳 出 の 状 況

民生費           
155億　　　  
7,543万4千円
（44.2%）

教育費
49億

3,198万7千円
（14.0%）

総務費        
38億7,284万5千円
（11.0%）

公債費          
31億3,239万3千円
（8.9%）

衛生費          
29億5,212万8千円
（8.4%）

土木費          
28億6,905万9千円
（8.1%）

消防費         
12億5,378万9千円
（3.6%）

その他         
6億3,610万5千円
（1.8%）
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対前年比
（％）

１０２．４

７７．６

１１１．４

１０１．５

歳出決算額

１０８億８，９８３万７千円

１５億７，２４４万２千円

４６億６，３２０万４千円

８億３，１８０万円

対前年比
（％）

１０４．５

８０．４

１０７．５

１０１．２

歳入決算額

１１５億２，９５８万５千円

１６億４，３７２万２千円

４７億 ２０６万９千円

８億３，８０２万１千円

会計名

国 民 健 康
保 険

下水道事業

介 護 保 険

後期高齢者
医 療

歳出のうち、第４次総合振興計画基本
構想にかかわる主なもの（１万円未満切り捨て）
都市づくり

�旧暫定逆線引き地区測量 ２，６７４万円
�落橋防止対策事業（浜崎陸橋、黒目橋） ５，５７５万円
�公園施設改修事業（三原公園整備工事など） ４，８９３万円
�道路新設改良事業（改良工事、舗装工事、用地取得）

３億９，９３５万円
�街路事業（観音通線、駅西口富士見通線、
駅東通線、岡通線の整備） １，１１１万円
生活環境づくり

�南朝霞公民館耐震補強（工事等） ７，３８６万円
�根岸台保育園耐震診断 ３８０万円
�防災対策の強化（耐震診断および耐震改修補助、
自主防災組織リーダー講習会の実施など） ５，８４７万円

�災害用備蓄物資の整備（トランク型トイレなど）
１，０５１万円

�児童・幼児用自転車ヘルメット購入助成事業補助金
９７万円

�放置自転車対策の実施 ３，４３０万円
�水質調査、大気調査 ５５６万円
�ごみ集積所監視パトロールの実施 ４２０万円
社会づくり

�養育訪問支援事業 ９万円
�障害者相談支援センターの開設 １，０９７万円
�岡放課後児童クラブ増築 ７４２万円
�社会福祉法人が新設する保育園４園の整備費補助

４億３，１６６万円
�乳酸飲料配付事業 ７万円
�自殺対策の強化（研修会の実施など） ４１万円
�各種健康診査の実施（母子健康相談、妊婦一般健康診査、
予防接種、がん検診など） ８億４，９７２万円
人づくり

�英語指導助手の増員 ３，２１６万円
�特色ある学校づくり支援（小学校低学年複数担任制、
あさか・スクールサポーターなど） ５，１５１万円

�第五小学校特別支援学級の開設 ８９万円
�第五小学校改築事業（工事） ６億７，０４４万円
�第三・第六・第七・第八小学校、
第四中学校のトイレ改修（工事・設計） １億６，２１３万円

�子ども大学あさかの実施 ７０万円
ゆうすいだいかんみず

�「湧水代官水」の保存整備 ４，５６８万円
�埼玉県芸術文化祭参加団体への補助 ５０万円
産業づくり

�起業家育成支援（起業家育成相談、
ビジネス支援サービスなど） １７５万円

�朝霞駅南口駅前通りのアメニティーロード化
（基本構想策定） ６４７万円

�市民農園事業 ９３４万円
�地産地消推進に対する補助制度の実施 １０万円
�勤労者支援の推進（就職支援相談、内職相談、
障害者就労支援など） １，５０６万円
地域づくり

�町内会、自治会等への補助 １，４４５万円
�市民まつり（彩夏祭）への助成 ２，１００万円
�市民活動団体支援補助 ６８万円
�配偶者暴力相談支援センターの開設 ８２万円

市民１人当たりに使われたお金 268,467円

その他

４，８４８円

消防費

９，５５６円

土木費

２１，８６７円

衛生費

２２，５００円

公債費

２３，８７４円

総務費

２９，５１８円

教育費

３７，５９１円

民生費

１１８，７１３円

※パーセント表記のものについては、小数点以下第２位を四捨五入してい
ます。

問…問い合わせ 内…内線

特別会計決算額
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？市民サービスの経費はどれくらい市民サービスの経費はどれくらい市民サービスの経費はどれくらい
いくつか例を挙げてみました

ごみ処理
１人当たり
1万1,811円

清掃費（し尿処理経費除く）の決算額（１５億４，９５９万３千
円）を人口（１３万１，２０３人）で割りました。

道路改良
１メートル当たり
14万6,324円

道路改良の経費（１，５０８万６千円）を整備延長（１０３．１ｍ）
で割りました。

歩道整備
１メートル当たり
4万2,984円

歩道整備の経費（１，００８万４千円）を整備延長（２３４．６ｍ）
で割りました。

放置自転車撤去
１台当たり
1万5,016円

放置自転車撤去費用（３，３３８万円）を年間撤去台数（２，２２３
台）で割りました。

小学生
1人当たり１年間
12万6,838円

小学校費（学校建設費を除く）の決算額（９億２，４１４万４
千円）を学校基本調査人数（７，２８６人）で割りました。

中学生
1人当たり１年間
10万7,762円

中学校費の決算額（３億６，４６６万７千円）を学校基本調査
人数（３，３８４人）で割りました。

児童生徒の学校給食
1人当たり１年間
9万4,151円

学校給食費の決算額（１０億１，１５６万円）を学校給食基本
調査人数（１０，７４４人）で割りました。

図書館図書購入の
1人当たり１年間
250円

図書館図書購入の決算額（３，２８４万８千円）を人口（１３万
１，２０３人）で割りました。

公債費
1人当たり
2万8,274円

公債費（水道事業以外の特別会計を含む）の決算額（３７
億９６６万７千円）を人口（１３万１，２０３人）で割りました。
※公債費とは、借入金の返済経費をいいます。

※上記の各項目の積算にあたりましては、歳入は考慮しておりません。
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実質赤字比率 「 － 」（１２．３２％）
実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財
政規模（一般財源の標準規模）に対する比率です。

連結実質赤字比率 「 － 」（１７．３２％）
連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質赤字額（または
資金不足額）の標準財政規模に対する比率です。

実質公債費比率 ４．１％（２５．０％）
実質公債費比率は、一般会計等が負担する地方債の償還金等の
標準財政規模に対する比率です。

将来負担比率 ５５．２％（３５０．０％）
将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模に対する比率です。

財政力指数 1.046

経常収支比率 93.0%

健全化判断比率

<平成23年度決算に基づく指標>

経常収支比率は、財政構造の弾力性
を判断するための比率で、人件費や扶
助費（社会福祉のために支出されるお
金）などの経常的な経費に、地方税な
どの経常的一般財源がどの程度充当さ
れているかをみる指標です。

〔参考〕平成２２年度は、経常収支比率
の低い順（良い方）からみて、
朝霞市は県内４０市中４０番目で
した。

健全化判断比率とは、「地方公共団
体の財政の健全化に関する法律」に基
づき、地方財政の早期の健全化を図る
ために定められたあらたな指標です。

〔参考〕（ ）内の数値は朝霞市の早
期健全化基準を表しています。
また、実質赤字比率、連結実
質赤字比率については、赤字
額がないため「－」と表記し
ています。

財政力指数は、標準的な行政活動
を行うのにどれだけ自力で財源を調
達できるかを表した指標です。

〔参考〕平成２２年度は、財政力指数
の高い順（良い方）からみ
て、朝霞市は県内４０市中３
番目でした。


